（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費
	事業名　牧場管理委託料（人件費分）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　農政部畜産振興課　酪農・飼料係　電話番号：058-272-1111（内2875）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   ９，１８１千円（前年度予算額：８，３７４千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,374
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,374

	要求額
	9,181
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,181

	決定額
	9,181
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,181


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
昭和48年以降、家畜育成事業を実施している公社は、内外の諸要因により経営不振となり、昭和56年度以降、慢性的な赤字構造となった。

その後、経営改善計画を策定し、計画推進指導のため県職員を派遣、県貸付金の一部元金償還の延期及び飛騨牧場使用料の減免措置、飛騨牧場の経営形態を乳牛から和牛育成への転換などにより、平成13年度以降、黒字に回復したが、飼料価格の高止まり等による生産コストの増により平成29年度以降再び赤字に転じ、依然として経営体質は脆弱である。
人的支援については、平成22年度から県派遣職員２名を削減し、代わりに公社職員２名に対する人件費支援を行ってきたが、最高裁における「派遣職員に対し条例で定められていない「実績給的な手当」等の支給は派遣先が負担すべき」の判例に基づき、平成23年度からは条例で定める「生活給的な手当」以外は派遣先負担とする県の方針に基づいた人件費相当分の支援に改められた。
現在の宿日直を伴う勤務体制を維持し、牧場管理業務を安全かつ円滑に運営するためには、継続して人件費の支援を行う必要がある。

（２）事業内容

公社が牧場を管理運営していく上で必要な職員２名の人件費を支援する。

（３）県負担・補助率の考え方

県負担１０/１０　
指定管理者と締結した年度協定に基づき指定管理料を支払う。
（４）類似事業の有無：無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	9,181
	給与
	5,128,800
	東濃牧場任期付職員　2,503,200円
飛騨牧場職員　　　　2,625,600円

	
	
	調整手当
	　　　　　0
	

	
	
	住居手当
	    324,000
	飛騨牧場職員　　　　　324,000円

	
	
	通勤手当
	　  399,600
	東濃牧場任期付職員　　153,600円
飛騨牧場職員　　　　　246,000円

	
	
	特殊地勤務手当
	　　      0
	

	
	
	寒冷地手当
	     36,800
	飛騨牧場職員　　　　　 36,800円

	
	
	期末手当
	　1,005,568
	東濃牧場任期付職員　　433,888円
飛騨牧場職員          571,680円

	
	
	勤勉手当
	　  715,500
	東濃牧場任期付職員    308,728円
飛騨牧場職員　　　　　406,772円

	
	
	福利厚生費
	  1,543,622
	東濃牧場任期付職員　　715,220円
飛騨牧場職員　　　　  828,402円

	
	
	　　合計
	　9,180,146
	

	合計
	9,181
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 関係契約等
　岐阜県東濃牧場及び岐阜県飛騨牧場の管理に関する基本協定書（抜粋）

（指定管理料の支払）

第２４条　甲は乙に対し指定管理料を支払う。

　　　　　２　　指定管理料の額、支払方法等の詳細については、年度協定において定めるものとする。
（２）事業主体及びその妥当性
（一社）岐阜県農畜産公社は、昭和48年以降、県と一体的に家畜の改良・増殖に寄与してきたことから、平成18年4月から平成28年3月まで家畜育成牧場の管理を公社に指定管理者として特定者指名されており、引き続き、平成28年4月～令和3年3月（第３期）の指定管理者として特定者指名した。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成２８年４月から令和３年３月まで、家畜育成牧場の管理を（一社）岐阜県農畜産公社に指定管理しており、当該期間、適正に家畜育成牧場の管理をしてもらう。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	適正に家畜育成牧場の管理を行うことが目的であるため、統一した指標をもって成果を評価することが困難であるため


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　○

	牧場における現在の宿日直を伴う勤務体制を維持し、牧場管理業務を安全かつ円滑に運営するためには、継続して人件費の支援を行う必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○

	人件費の支援により、適正な人員確保ができている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

　○

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県営家畜育成牧場は、県内の畜産農家の不採算部門を担うことで農家貢献していることから、経営体質は脆弱であり継続的な支援が必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　指定管理により牧場の管理委託を行う間は継続して支援していく必要がある。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


